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学校欠席者情報収集システムを活用した

麻しんおよび風しん早期探知・早期対応
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目的 茨城県では，感染症の流行状況の監視，早期探知・早期対応，大規模集団発生の予防を目的

とし，日本学校保健会が運用している学校欠席者情報収集システム（保育園サーベイランス含

む。）（以下「システム」という。）を全学校，全保育園（以下「学校等の施設」という。）で導

入しており，本県の感染症担当者はこのシステムを感染症対策に役立てている。中でも，シス

テムに麻しんあるいは風しんが登録された場合には，行政関係者にメールが自動的に送信さ

れ，対応を促す機能がある。

本研究ではシステムを活用した県内における麻しんおよび風しん症例に対する行政対応を整

理し，今後の課題を検討する。

方法 2013年 1 月 1 日～2014年12月31日までにシステムから探知した麻しんおよび風しんについ

て，施設の登録から探知，初動までの流れを整理し，探知された症例数および感染症法に基づ

く発生届数について比較した。

活動内容 システムに登録された麻しんあるいは風しん症例は，すべて登録のあった当日に保健所

から医療機関または学校等の施設に内容の確認が行われた。2 年間にシステムから探知した症

例数は，麻しんおよび風しんがそれぞれ2013年は 5 例，56例，2014年は 1 例，19例であり，全

症例について保健所で確認や調査が行われた。システムで探知した症例の内，発生届が提出さ

れた症例数は，2013年が 0 例，7 例，2014年が 0 例，1 例であり，システム探知後に感染症発

生動向調査事業に基づき発生届が提出された症例数は2013年が 0 例，4 例，2014年が 0 例，1
例であった。調査および検査結果は，保健所から学校等の施設に情報が還元され，届出基準に

該当しない症例については，システム上で疑い症例へ変更または削除が行われた。

結論 システムを活用したことにより，麻しんおよび風しんの早期探知・早期対応ができたことは

感染症対策上非常に有用であった。また，結果が速やかに還元されたことから，学校等の施設

内での対策および医療機関から報告される麻しんおよび風しんの確定診断に役立った。

システムの安定的な運用，そしてデータを有効活用するためには，学校等からの入力が重要

であるため，研修会を毎年開催し，精度を維持していくことが重要である。今後も学校等の施

設や医療機関，行政等の関係機関と連携をより深め，感染症対策に役立てていく必要があると

考える。

Key words学校欠席者情報収集システム（保育園サーベイランスを含む），サーベイランス，早

期探知，早期介入，麻しん，風しん
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 は じ め に

麻しんは麻しんウイルスにより，風しんは風しん

ウイルスによって引き起こされる急性熱性発疹性疾

患である。2007年の10代～20代を中心とした麻しん

流行，2012年～2013年に成人男性を中心とした風し

ん流行を受け，感染症対策上とくに重要な疾患とし
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表 麻しんおよび風しんの登録から探知，初動までの流れ

誰が いつ 何をする

園児・児童・生徒等 発症時 医療機関を受診する

保護者 医療機関を受診後 学校等の施設に受診後の診断名を連絡する

学校等の施設の職員 保護者からの連絡後 システムに入力する

行政関係者
システム画面または
アラートメール

学校等の施設で園児・児童・生徒が麻しんまたは風しんの診断を受けた
ことを探知する

保健所職員 探知時

医療機関からの報告・発生届について確認する

学校等の施設に発生状況や受診医療機関名・医師名を確認する

診断した医療機関の医師に連絡し，診断・検査結果，発生届について確
認する（必要に応じて検体採取）

積極的疫学調査を行う

学校等の施設内での感染対策について，助言・指導を行う

保健所職員 検査陽性等届出基準
に該当する時

医師および学校等の施設に結果を連絡する

保健所職員
検査陰性等届出基準
に該当しない時

学校等の施設に結果を連絡し，システムで削除または疑いへの変更を依
頼する

システム登録内容が変更されたことを確認する
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て，麻しんは2007年に，風しんは2014年に特定感染

症予防指針が定められた1～3)。両疾患による重症化

や感染拡大を防止するため，1 例でも発生した場合

の迅速な行政対応が求められている。とくに，学校

等の集団生活の場においては感染が拡大しやすいた

め，早期探知・早期対策が非常に重要である4～6)。

茨城県では，感染症の流行状況の監視，早期探

知・早期対応，大規模集団発生の予防を目的とし，

日本学校保健会が運用している学校欠席者情報収集

システム（保育園サーベイランス含む。以下，「シ

ステム」という。）を2009年（保育園は2011年）か

ら全学校，全保育園（以下，「学校等の施設」とい

う。）で導入している7,8)。このシステムは，学校等

の施設の職員が，インターネットの指定されたサイ

トページにアクセスし，施設等が割り振られた指定

の ID を用いて，クラス単位の欠席者の情報を登録

する。欠席者がいないときは 0 人を登録する。欠席

者の登録内容は，園児，児童および生徒の診断を受

けていないが病気で欠席する場合（発熱，頭痛，下

痢等）と，学校保健安全法に基づく対象疾患と診断

され出席停止となる場合（インフルエンザ，麻し

ん，風しん，水痘等）および出席停止にならないが

診断を受けて欠席あるいは登校する場合（手足口

病，伝染性紅斑等）の登録および臨時休業の登録を

行う。日々，学校等の施設で登録されるクラス単位

での症状および疾患ごとの欠席者数は，登録と同時

にクラス単位，学校単位のグラフで表され，関係者

と情報共有され，かつ市町村の中学校区単位で集計

され地図情報で還元される。このように，各施設の

クラス単位の健康状態や感染症の流行の変化をリア

ルタイムに把握できることから，本県の感染症担当

者はシステムから得られる情報と感染症発生動向調

査事業と併用し感染症対策に役立てている。中で

も，システムに麻しんあるいは風しんが登録された

場合には，市町村の教育委員会や保育主管課，衛生

研究所，保健所，県庁にメールが自動的に送信さ

れ，対応を促す機能がある。本研究ではシステムを

活用した県内における麻しんおよび風しん症例に対

する行政対応を整理し，今後の課題を検討する。

 方 法

2013年 1 月 1 日～2014年12月31日までの 2 年間に

システムから探知した麻しんおよび風しんについ

て，学校等の施設に所属する児の保護者から学校等

の施設へ医師の診断を受けたことの連絡があり，そ

の内容がシステムに登録され，保健所や市町村の施

設主管課が探知し，初動対応に至るまでの流れを整

理した。さらに，探知された症例数および発生届数

について調査した。

システムでは，とくに感染症対策が重要な「結

核」・「腸管出血性大腸菌感染症」・「麻しん」・「風し

ん」の 4 疾患が登録された場合，即座に行政関係者

（市町村の教育委員会や保育主管課，衛生研究所，

保健所，県庁）にその情報がメール送信される。そ
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表 システムで探知した症例数と感染症発生届の

症例数

2013年 2014年

麻しん 風しん 麻しん 風しん

システムで探知した症例数 5 56 1 19

感染症発生届が出され
た症例数 0 7 0 1

システムで探知後に
感染症発生届が出さ
れた症例数

0 4 0 1

システムで探知前に
感染症発生届が出さ
れた症例数

0 3 0 0
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のメールが届いた段階で，感染症担当の行政関係者

（衛生研究所，保健所，県庁）は探知となる。探知

後は発生届の有無に関わらず，保健所から学校等の

施設へ患者の状況や周囲での発生状況，医療機関の

受診等について照会し，医師へ診断状況や検査の有

無等の確認が行われる。その後，必要に応じて疫学

調査や検査が実施され，その結果，麻しんまたは風

しんと診断された症例については，感染症発生動向

調査事業に基づき医師から発生届が提出される。登

録から探知，初動までの流れを表 1 に示す。

 活 動 内 容

茨城県の学校等の施設数は，保育所523，幼稚園

363，小・中・高等学校931で，在籍者数は425,825
人である（2014年 5 月 1 日現在）。システムに登録

された麻しんあるいは風しんの症例は，すべて登録

のあった日に，保健所から医療機関または学校等の

施設に内容の確認が行われた。保健所からは，麻し

ん発生時対応ガイドライン〔第一版〕5)を参考に，

電話での聞き取りや現地調査が行われ，学校や保護

者へは患者の体調の変化や周囲の発生状況，最近の

海外渡航歴や予防接種歴等を確認，医療機関へは患

者の診断状況や周囲の発生状況，IgM，IgG 抗体検

査の有無等について確認した。その内，必要に応じ

て PCR 検査を実施する場合は，医療機関で咽頭ぬ

ぐい液や血液の検体採取を依頼した。

表 2 にシステムで探知した症例数と発生届が提出

された症例数を示す。2 年間にシステムで探知した

症例数は，麻しんおよび風しんがそれぞれ2013年は

5 例，56例，2014年は 1 例，19例であり，全症例に

ついて保健所で確認や調査が行われた。その内，衛

生研究所で PCR 検査を実施した症例数は，麻しん

および風しんをあわせると2013年は10例，2014年は

2 例であった。システムで探知した症例の内，発生

届が提出された症例数は，2013年が 0 例，7 例，

2014年が 0 例，1 例であった。その内，システム探

知後に感染症発生動向調査事業の発生届の対象とな

った症例は2013年が 0 例，4 例，2014年が 0 例，1
例であった。発生届の提出があった風しんの診断状

況は，2013年は臨床診断 1 例，検査診断 6 例，2014
年は臨床診断 1 例であった。

調査および検査結果は，保健所から学校等の施設

に情報が還元され，感染症法の届出基準に該当しな

い症例については，学校等の施設からシステム上で

疑いへの変更が行われた。学校保健安全法では疾患

の疑いの時点でも出席停止措置を取ることが可能と

なっている。システムには医師の診断を受けて疾患

登録を行い，検査診断等で疾患が否定された場合

は，疾患の疑い扱いで出席停止措置を取ったとして

記録を残すことが可能である。麻しん疑い，風しん

疑いへ変更された症例数はそれぞれ，2013年が 1 例，

6 例，2014年が 1 例，7 例であった。

 考 察

システムを活用した麻しんおよび風しん症例につ

いての検討は初めての試みであった。システム導入

前は，医療機関や市町村の教育委員会等からの相談

や報告による探知であったが，システム導入後は従

来の方法に加えシステムからも情報が得られるよう

になり，探知までの時間が大幅に短縮した。システ

ムを導入する前と比較し，行政側での探知のタイミ

ングが早くなったことから，感染拡大防止に役立つ

と考えられた。また，日々の体調の変化に関する情

報をクラス単位で得られるため，地域や集団生活の

場での発生状況がリアルタイムに把握できるように

なり，周囲の患者発生や有症状者についての情報を

医療機関や学校等の施設に提供できた。

2013年の風しん登録数の増加は，2012年からの全

国的な流行を受け，医療機関を受診する患者数が増

加したことによるものと推測される。成人男性を中

心とした流行であったが，小児の症例も散見されて

おり，施設内での感染拡大を防止するため，システ

ムのように早期探知できる体制が重要である。

麻しんは，2007年に10代～20代を中心とした流行，

2013年～2014年には海外からの輸入例による患者報

告が増加したが9,10)，排除に向けた対策を強化した

結果，2015年 3 月に世界保健機関西太平洋地域事務

局により日本が排除状態にあると認定された（2015
年 3 月27日厚生労働省発表）。今後は，排除状態を

維持できるよう，早期探知・早期対応の体制がさら

に重要となる。特定感染症予防指針では，麻しんは

原則として全例に検査の実施を，風しんは可能な限
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り検査を実施した上で報告を求めるものとされてお

り，精度管理の面からも有用である。システムから

探知した症例には，臨床診断例も含まれていること

から，行政機関が全例に介入し，学校等の施設や医

療機関での流行状況を把握することで早期対応・早

期診断につながり，適切な対策を講じることができ

ると考えられた。今後の麻しんや風しんの発生およ

び感染拡大防止に備え，高い予防接種率を維持して

いくことが重要である11)。学校等の施設や医療機

関，行政機関等で連携し，定期接種対象者へ案内を

行い，予防接種歴を確認し，未接種者や 2 回接種し

ていない者に接種を促す等，両疾患に対する個人の

免疫力を高め，周囲で発症者が出た場合でも感染が

拡大しないよう維持していくことが必要である。

現在，麻しんおよび風しんは，ともに国内での報

告数が少ない疾患となっているが，近年の国際化に

伴い海外からの輸入例も散見されている12,13)。症例

数が減少している現在では，感染拡大を防止するた

めの早期探知・早期対応が求められ，発生した場合

に迅速に対応できるよう関係機関との連携の強化が

重要である。一例でも見逃すことのないよう，地域

での発生状況を学校等の施設や医療機関，行政等複

数の関係機関で見守り，情報を共有することが必要

であると考える。

有事に対応するためにはシステムからのデータを

まとめ活用し，日頃から地域の状況を把握すること

が重要である。システムを通じて園児・児童・生徒

および職員の健康を守るとともに，感染拡大防止の

ため，早期探知・早期対応につながるようシステム

導入施設と多くの関係機関で連携強化を図り，地域

で見守っていく体制を維持する必要がある。そのた

めには，通年安定した登録が行えるようシステム登

録担当者変更時の引き継ぎをしっかり行い，研修会

等で正しい登録やゼロ報告の必要性等についてア

ピールしていくことが重要である。

一方で，システムに対する理解や登録体制が各施

設で異なっていることから，登録をしていないまた

は毎日の登録ができていないところがある等限界が

あることが示唆された。

 お わ り に

システムを活用したことにより，麻しんおよび風

しんの早期探知・早期対応ができたことは感染症対

策上非常に有用であった。また，結果が速やかに還

元されたことから，学校等の施設内での対策および

医療機関から報告される麻しんおよび風しんの確定

診断に役立った。

システムを有効に活用し，安定した運用を行うた

めには，施設での登録が重要であるため，学校や保

育園等の担当者あるいは行政関係者や医師等を対象

とした研修会を毎年開催し，精度を維持していくこ

とが重要である。今後も学校等の施設や医療機関，

行政関係者等の関係機関と連携をより深め，感染症

対策に役立てていく必要があると考える。

システムの運用ならびに感染症対策にご尽力いただき

ました学校・保育園および行政関係者の皆様に心より感

謝申し上げます。
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Early detection and response for measles and rubella cases through the (Nursery)
School Absenteeism Surveillance System in Ibaraki Prefecture

Miki WATANABE, Junko KURITA2,4, Takeshi TAKAGI, Noriko NAGATA3,
Natsuki NAGASU2, Tamie SUGAWARA4and Yasushi OHKUSA4

Key wordsNursery School Absenteeism Surveillance Systems (NSASSy), surveillance, early detection,
early intervention, measles, rubella

Objectives In Ibaraki Prefecture, all (nursery) schools have joined the (Nursery) School Absenteeism
Surveillance System (hereafter denoted as (N)SASSy), which is operated by the Japan School
Health Association to monitor the prevalence of infectious diseases, the early detection and response
for outbreaks, and prevention of large outbreaks. Prefectural government o‹cers also utilize it as a
control measure for infectious diseases. In particular, when cases of measles or rubella are
registered, (N)SASSy sends e-mails automatically to prefectural government o‹cers to activate
control measures. This paper summarizes administrative responses by prefectural government
o‹cers for measles or rubella cases using (N)SASSy and discusses the future challenges.

Methods We summarized registration, detection, and ˆrst response data for measles or rubella cases in
(N)SASSy and compared the number of detected and reported cases enforced by the Infectious
Diseases Control Law from January 1, 2013 to December 31, 2014.

Results The public health center questioned hospitals/clinics and (nursery) schools about all registered
measles or rubella cases in (N)SASSy on the same day to check the entered information. In the past
2 years, there were 5 measles and 56 rubella cases in 2013 and 1 measles and 19 rubella cases in 2014
registered with (N)SASSy. All cases were checked and investigated by the public health center. Of
all cases detected by (N)SASSy, 7 rubella cases in 2013 and 1 rubella case in 2014 were reported
based on the law. No measles cases were reported in the 2 years. The results of investigations and
laboratory tests were given as feedback to the (nursery) schools. If the case did not case deˆnition
determined by the law, we changed the status in (N)SASSy to suspected or discarded cases.

Conclusion Since (N)SASSy assists prefectural government o‹cers with earlier detection of and response
for infectious diseases, it deˆnitely contributes to infection control. Immediate feedback of the
laboratory test results to the (nursery) schools was also useful to conˆrm cases of measles or rubella.
As data entry in (nursery) schools is needed for stable operation and utilization of (N)SASSy, it is
important that workshops for (N)SASSy are held for (nursery) school teachers every year to main-
tain accuracy. Our future challenges include the coordination among (nursery) schools, hospitals/

clinics, and prefectural government and their applications for infection control.
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